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第第99節節  国国際際交交渉渉へへのの対対応応  

 
 
国際交渉においては、我が国の農林⽔産業が「国の 基

もとい
」として発展し、将来にわたっ5 

てその重要な役割を果たしていけるよう交渉を⾏うとともに、我が国の農林⽔産物・⾷品
の輸出拡⼤につながる交渉結果の獲得を⽬指しています。 

本節では、経済連携交渉等の国際交渉への対応状況等について紹介します。 
 

((複複数数のの国国ととののEEPPAA//FFTTAAのの交交渉渉をを実実施施))  10 
特定の国・地域で貿易ルールを取り決めるEPA/FTA1等の締結が世界的に進み、令和

4(2022)年6⽉時点では380件に達しています。 
我が国においても、令和4(2022)年度末時点で、21のEPA/FTA等が発効済・署名済です

(図図表表11--99--11)。これらの協定により、我が国は世界経済の約8割を占める巨⼤な市場を構築
することになります。輸出先国の関税撤廃等の成果を最⼤限15 
活⽤し、我が国の強みを活かした品⽬の輸出を拡⼤していく
ため、我が国農林⽔産業の⽣産基盤を強化していくとともに、
新市場開拓の推進等の取組を進めることとしています。 

令和4(2022)年11⽉にはイスラエル、12⽉にはバングラデ
シュとの間で共同研究の⽴上げを決定しました。 20 

 
 

 
 

1 ⽤語の解説(2)を参照 

図表 1-9-1 我が国における EPA/FTA 等の状況 

資料：農林⽔産省作成 
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また、世界共通の貿易ルールづくり等が⾏われるWTO1においても、これまで数次にわ
たる貿易⾃由化交渉が⾏われてきました。平成13(2001)年に開始されたドーハ・ラウンド
交渉においては、依然として、開発途上国と先進国の溝が埋まっていないなど、農業分野
等の交渉の今後の⾒通しは不透明ですが、我が国としては、世界有数の⾷料輸⼊国として
の⽴場から公平な貿易ルールの確⽴を⽬指し交渉に臨んでおり、我が国の主張が最⼤限反5 
映されるよう取り組んでいます。 

 

 
 
((CCPPTTPPPPへへのの英英国国のの加加⼊⼊交交渉渉がが実実質質的的にに妥妥結結))  10 

平成30(2018)年12⽉に発効した環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的
な協定(CPTPP)への英国の加⼊⼿続について、CPTPP参加国及び英国の間での協議が進
められ、令和5(2023)年3⽉に交渉が実質的に妥結した旨の閣僚共同声明が発表されました。
⽇本側の関税に関する措置については、現⾏のCPTPPの範囲内で妥結しました。また、英
国側の関税については、英国から短・中粒種の精⽶等の関税撤廃を獲得しました。今後は、15 
英国の加⼊の条件等を規定する加⼊議定書の作成作業等が⾏われることとなっています。 

 
((⽇⽇⽶⽶間間のの新新たたなな⽜⽜⾁⾁セセーーフフガガーードドのの適適⽤⽤条条件件をを定定めめるる⽇⽇⽶⽶貿貿易易協協定定改改正正議議定定書書がが発発効効))  

⽇⽶貿易協定に基づく⽜⾁セーフガードに関する協議については、令和3(2021)年3⽉に
我が国において⽇⽶貿易協定に基づき⽶国産⽜⾁に対するセーフガード措置がとられたこ20 
とを受けて、令和元(2019)年10⽉に⽇⽶貿易協定に関連して作成された⼆国間の交換公⽂
に基づき開始されたものであり、その後の累次にわたる協議を経て、令和4(2022)年3⽉に、
実質合意に⾄りました。同年11⽉には、⽶国産⽜⾁に対するセーフガード措置の適⽤条件
の修正等を定めた⽇⽶貿易協定を改正する議定書が国会で承認され、令和5(2023)年1⽉に
発効しました。 25 

新たなセーフガード措置については、発動⽔準の⼤幅な引上げを求める⽶国に対して、
「TPP2の範囲内」との基本⽅針の下、約1年にわたり交渉を続けた結果、⽶国とCPTPP
締約国からの合計輸⼊量がCPTPPの発動⽔準を超えた場合に⽶国に対して発動する仕組
みで合意に⾄りました。これは、⽶国とCPTPP締約国からの合計輸⼊数量を発動⽔準とす

 
1 ⽤語の解説(2)を参照 
2 ⽤語の解説(2)を参照 

IIPPEEFFのの閣閣僚僚級級会会合合  
資料：外務省 

((ココララムム))  IIPPEEFF のの交交渉渉開開始始をを決決定定  
 
令和4(2022)年9⽉に、インド太平洋経済枠組み(IPEF

ア イ ペ フ
＊1)の閣僚級会合

が開催され、貿易、サプライチェーン、クリーン経済及び公正な経済の
四つの分野についての閣僚声明が採択されるとともに、⽶国、⽇本、豪
州等14か国が参加する形で正式に交渉開始が決定されました。 

農業分野においては、各国による⾷料及び農産物の不当な輸出規制措
置の回避や、輸⼊制限措置の改善等に関する⽂⾔が閣僚声明に含まれま
した。今後の議論の進展に応じて、⾷料安全保障＊2の確保、農林⽔産物
の輸出拡⼤、持続可能な農業⽣産の推進等の課題解決を⽬指し、我が国
の⽴場を主張していくこととしています。 
＊1 Indo-Pacific Economic Framework の略 
＊2 ⽤語の解説(1)を参照 
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る、⽶国も含めて合意した当初のTPP協定の枠組みに則したものであり、⽜⾁の国内⽣産
への影響という観点も踏まえた措置です。 

 
((GG77農農業業⼤⼤⾂⾂会会合合ににおおいいててココミミュュニニケケをを採採択択))  

令和4(2022)年5⽉にドイツで開催されたG7農業⼤⾂会合では、ウクライナ情勢が及ぼす5 
世界の⾷料安全保障への影響や持続可能な農業・⾷料システムの構築について議論が⾏わ
れました。我が国は、ウクライナの⾷料⽣産・流通の復興、肥料の世界的な需給の安定確
保等に向け取り組む必要があること、また、持続可能な⾷料システムの推進には、万能の
解決策はなく、各国・地域の農業形態や気候条件を考慮しながら取り組む必要があること
等を訴え、G7農業⼤⾂コミュニケ(「危機時における持続可能な⾷料システムに向けた道10 
筋」)の採択に積極的に関与しました。 

また、同年9⽉にインドネシアで開催されたG20農業⼤⾂会合では、持続可能な農業・⾷
料システム等の農業政策について議論が⾏われました。会合では、多くの国が、ロシアに
よるウクライナ侵略を、世界の⾷料安全保障を脅かすものとして⾮難するとともに、持続
可能な⾷料システムに向けた中・⻑期的な取組を強化すべきと主張しました。我が国から15 
は、これに加え、⾷料・農業のサプライチェーンを強 靱

きょうじん
化し、環境負荷を低減させつつ

必要な⾷料を増産するために、各国がそれぞれの農業資源を持続可能な形で活⽤していく
ことの重要性について主張しました。 
 

 20 
 

((第第1122回回WWTTOO閣閣僚僚会会議議ににおおいいてて閣閣僚僚宣宣⾔⾔をを採採択択))  
令和4(2022)年6⽉にスイスで開催された第12回WTO閣僚会議では、全加盟国のコンセ

ンサスにより、前回のWTO閣僚会議では発出できなかった閣僚宣⾔が採択されました。
また、漁業補助⾦協定が採択され、⾷料安全保障に関する閣僚宣⾔、WFP(国連世界⾷糧25 
計画)に関する閣僚決定が作成されるとともに、衛⽣植物検疫措置の適⽤に関する協定
(SPS協定1)の閣僚宣⾔が発出されました。⾷料安全保障に関する閣僚宣⾔では、新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡⼤によるサプライチェーンの混乱やロシアによるウクライナ侵
略を背景に、⾷料安全保障が脅かされる中、国内⽣産と並んで貿易が世界の⾷料安全保障
のために⾮常に重要であること、WTO協定の規定に整合的ではない輸出禁⽌・規制を⾏30 
わないこと等が盛り込まれました。⼀⽅、農業交渉の「今後の作業計画」については、各
国の隔たりが埋まらなかったため合意に⾄らず、議論を継続することとなりました。 

 
1 WTO 協定に含まれる協定(附属書)の⼀つであり、「Sanitary and Phytosanitary Measures(衛⽣と植物防疫のための措置)」の頭⽂字

をとって、⼀般的にSPS 協定と呼ばれている。 

GG77 農農業業⼤⼤⾂⾂会会合合でで議議論論すするる農農林林⽔⽔産産副副⼤⼤⾂⾂  GG2200 農農業業⼤⼤⾂⾂会会合合でで発発⾔⾔すするる農農林林⽔⽔産産⼤⼤⾂⾂政政務務官官  
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また、世界共通の貿易ルールづくり等が⾏われるWTO1においても、これまで数次にわ
たる貿易⾃由化交渉が⾏われてきました。平成13(2001)年に開始されたドーハ・ラウンド
交渉においては、依然として、開発途上国と先進国の溝が埋まっていないなど、農業分野
等の交渉の今後の⾒通しは不透明ですが、我が国としては、世界有数の⾷料輸⼊国として
の⽴場から公平な貿易ルールの確⽴を⽬指し交渉に臨んでおり、我が国の主張が最⼤限反5 
映されるよう取り組んでいます。 

 

 
 
((CCPPTTPPPPへへのの英英国国のの加加⼊⼊交交渉渉がが実実質質的的にに妥妥結結))  10 

平成30(2018)年12⽉に発効した環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的
な協定(CPTPP)への英国の加⼊⼿続について、CPTPP参加国及び英国の間での協議が進
められ、令和5(2023)年3⽉に交渉が実質的に妥結した旨の閣僚共同声明が発表されました。
⽇本側の関税に関する措置については、現⾏のCPTPPの範囲内で妥結しました。また、英
国側の関税については、英国から短・中粒種の精⽶等の関税撤廃を獲得しました。今後は、15 
英国の加⼊の条件等を規定する加⼊議定書の作成作業等が⾏われることとなっています。 

 
((⽇⽇⽶⽶間間のの新新たたなな⽜⽜⾁⾁セセーーフフガガーードドのの適適⽤⽤条条件件をを定定めめるる⽇⽇⽶⽶貿貿易易協協定定改改正正議議定定書書がが発発効効))  

⽇⽶貿易協定に基づく⽜⾁セーフガードに関する協議については、令和3(2021)年3⽉に
我が国において⽇⽶貿易協定に基づき⽶国産⽜⾁に対するセーフガード措置がとられたこ20 
とを受けて、令和元(2019)年10⽉に⽇⽶貿易協定に関連して作成された⼆国間の交換公⽂
に基づき開始されたものであり、その後の累次にわたる協議を経て、令和4(2022)年3⽉に、
実質合意に⾄りました。同年11⽉には、⽶国産⽜⾁に対するセーフガード措置の適⽤条件
の修正等を定めた⽇⽶貿易協定を改正する議定書が国会で承認され、令和5(2023)年1⽉に
発効しました。 25 

新たなセーフガード措置については、発動⽔準の⼤幅な引上げを求める⽶国に対して、
「TPP2の範囲内」との基本⽅針の下、約1年にわたり交渉を続けた結果、⽶国とCPTPP
締約国からの合計輸⼊量がCPTPPの発動⽔準を超えた場合に⽶国に対して発動する仕組
みで合意に⾄りました。これは、⽶国とCPTPP締約国からの合計輸⼊数量を発動⽔準とす

 
1 ⽤語の解説(2)を参照 
2 ⽤語の解説(2)を参照 

IIPPEEFFのの閣閣僚僚級級会会合合  
資料：外務省 

((ココララムム))  IIPPEEFF のの交交渉渉開開始始をを決決定定  
 
令和4(2022)年9⽉に、インド太平洋経済枠組み(IPEF

ア イ ペ フ
＊1)の閣僚級会合

が開催され、貿易、サプライチェーン、クリーン経済及び公正な経済の
四つの分野についての閣僚声明が採択されるとともに、⽶国、⽇本、豪
州等14か国が参加する形で正式に交渉開始が決定されました。 

農業分野においては、各国による⾷料及び農産物の不当な輸出規制措
置の回避や、輸⼊制限措置の改善等に関する⽂⾔が閣僚声明に含まれま
した。今後の議論の進展に応じて、⾷料安全保障＊2の確保、農林⽔産物
の輸出拡⼤、持続可能な農業⽣産の推進等の課題解決を⽬指し、我が国
の⽴場を主張していくこととしています。 
＊1 Indo-Pacific Economic Framework の略 
＊2 ⽤語の解説(1)を参照 
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